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～ 国土強靱化、それは大災害から人命・財産を守ること ～

（出典：中央防災会議南海トラフ
巨大地震対策検討

ワーキンググループ第二次報告）

南海トラフ巨大地震震度分布
（陸側ケース）

首都直下地震震度分布
（都心南部直下地震（M7.3））

日本海溝沿い巨大地震震度分布

（出典：中央防災会議日本海溝･
千島海溝沿いの巨大地震対策

検討ワーキンググループ
報道発表資料）

千島海溝沿い巨大地震
震度分布

（出典：中央防災会議日本海溝･
千島海溝沿いの巨大地震対策

検討ワーキンググループ
報道発表資料）

（出典：中央防災会議首都直下地震対策
検討ワーキンググループ最終報告）

東日本大震災 南海トラフ 首都直下

（2011年） 巨大地震 地震

（実被害） （推計） （推計） （推計）

人的被害 最大 最大 最大

（死者） 約32.3 万人 約2.3 万人 約19.9 万人

資産等の

直接被害

生産・サービス低下

による被害を含めた場合
約214.2兆円 約95.3兆円

大規模自然災害による被害（推計）

約25.3兆円

約31.3兆円

日本海溝･

千島海溝沿い

の巨大地震

約2.0万人

約17 兆円 約169.5兆円 約47.4兆円

資料８ 切迫する大規模地震の発生

令和7年3月17日 予算委員会 自由民主党 佐藤信秋 出典：内閣官房国土強靱化推進室資料「切迫する大規模地震の発生～ 国土
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